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はじめに

2004年中越地震で、高齢者や妊産婦、障害者等

に配慮した避難所の必要性が認識されるようにな

り、2007年の能登半島地震で１ヵ所設置、2007年

新潟県中越沖地震では９ヵ所の公式な福祉避難所

が設置された。その後、厚生労働省は福祉避難所

設置・運営に関するガイドラインを2008年６月に

公表し、各自治体では福祉避難所の指定などが

徐々に進められる中、2011年３月11日に東日本大

震災が発生した。

３月22日（発災11日目）から災害支援ナース現

地コーディネーターとして、延べ3,770人の災害

支援ナースの派遣調整を行い、それと同時に避難

所避難者の健康状態や避難所環境に関するモニタ

ンリグを実施した。宮城県石巻市の沿岸部にある

指定避難所の環境改善が著しく遅れている状況や

要介護状態の避難者が混在している状況を把握し

た。さらに、高齢者が自ら紙おむつを装着して寝

たきり状態となったケースや褥瘡発生などの報告

もあり、高齢者の健康被害の拡大や震災関連死が

懸念される状況であった。

そこで、避難者の健康被害の最小化や自治体の

負担低減を図るために福祉避難所を開設すること

が有用であると石巻市に提案し、さまざまな調整

協議を経て４月下旬に２か所の福祉避難所を開設

するに至った。本稿では、要支援１～要介護１の

人を入所対象とした桃生トレーニングセンターに

設置された福祉避難所の効果について報告する。

１．福祉避難所開設までの経緯と概要

桃生トレーニングセンターに開設された福祉避

難所は、主な対象者を原則として要介護認定にお

ける一次評価による要支援～要介護１とし、４

月29日～９月27日（152日間）で、収容人数は家

族を含む49人（延べ2,812人）、移転先は介護施設

３人、福祉施設２人、自宅５人、一般避難所１人、

仮設住宅37人、その他１人であった。開設・運用

に要した費用は約3,000万円であった。

２．桃生トレーニングセンターでの福祉

避難所の設営と運営について

石巻市の保健師らとともに災害支援ナースが設

営やシステム作りなどの準備を行い、活動性が低

下した高齢者の安全確保と機能回復に重点を置い

た。また、日本の避難所は、体育館でのブルーシー

トと毛布による雑魚寝、プライバシーもない状態

というのが一般的であったため、より快適な避難

所の住環境を整えることを目指した。

まず、高齢者は床から立ち上がることが困難で

あるためベッドを設置して活動性を高めようと考

えた。市の職員が、病院で使用する柵のついたベッ

環境整備を試みた福祉避難所の成果
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ドや褥瘡予防用マットレスを支援物資や新たな調

達によって確保した。バリアフリーに近い環境を

整えて転倒予防を図り、眠る場所と食事や歓談な

どの場所を区別して日常生活の中で歩く機会を増

やす工夫も行った。また、支援物資で届いたパー

テーションでプライバシーを確保し、ベッド転落

などの事故防止策として卓上送信機を設置しナー

スコールの代用として活用した。また、数か所に

ラップ式トイレを設置してトイレでの排泄を促す

環境を整えた。

開設当初は、石巻市の健康福祉課が中心となり、

津波被害を受けた市の急患センターの看護師、災

害支援ナース、NPO 災害人道医療支援会（HuMA）

の看護師、JRAT の前身であるリハ10団体の理学

療法士や作業療法士、社会福祉士や介護福祉士、

ケースワーカー、ケアマネージャー、管理栄養士、

弁護士、移送ボランティア、社会福祉協議会等の

多職種連携での運営がなされた。バイタルサイン

や体重、排泄状況などをモニタリングし異常の早

期発見に努め、また、服薬管理や服薬指導を行っ

た。理学療法士や作業療法士による室内外でのリ

ハビリテーションの実施、調理された食事の提供、

入浴介助、今後の生活に関する相談や転所調整な

どが進められた。６月以降は石巻市健康推進課と

急患センターの看護師、業務委託された介護事業

所によって運営がなされた。

３．福祉避難所の成果

49人のうち家族を除いた要介護認定における一

次評価による要支援～要介護１の方は35人であっ

た。その35人の在所日数は平均80.5日（最長149

日、最短６日）であった。年齢分布は、76.4歳±

16.2歳であり、51歳から92歳であった。男女構成

比では、男性43％、女性57％であった。35人のバ

イタルサインをモニタリングした全測定値と入所

日数とで検討したところ血圧が低下（安定）傾向

であったことが観察され、エコノミークラス症候

群の発症や震災関連死に至るケースは認めなかっ

た。理学療法士によって測定されたFIM（functional 

independence measure）利得では、入所時と退所

時の比較が可能であった21人のうち変化がなかっ

たのが２人、増加は15人、減少が４人であった。

ベッドからの転落や転倒事例はなかった。開設期

間中に急性呼吸器感染症や急性下痢症、インフル

エンザなどの感染症の発生は認めなかった。入所

された方々は、久しぶりに熟眠できたと語り、睡

眠状況の改善が図られていた。また、急性ストレ

ス反応や PTSD が疑われるケースはなかった。

入所された方が素晴らしい環境を作ってくれた

と感謝の気持ちを涙ながらに自治体の方に伝え、

自治体の方も泣きながら入所された方と手を握り

合い頷いていた場面がとても印象的であった。初

期に入所された方々によって、この福祉避難所

は「やすらぎの郷」と命名された。移動した当初

には見られなかった笑顔や避難者同士での歓談も

徐々に増えていき日常性を取り戻していく様子が

伺えた。運営が軌道に乗り、福祉避難所に関わっ

た自治体職員の方々の自己効力感が向上していく

様子も実感された。

４．考察

災害時には、血圧の上昇と循環器疾患による死

亡例の増加が指摘され、また高齢者は生活不活発

病や寝たきりとなるリスクがあると報告されてい

る1）2）3）。東日本大震災での震災関連死で、高齢

者の占める割合が高いという指摘もある4）。

しかし、この福祉避難所に収容された35人につ

いては、血圧の安定化が観察され、症状の悪化や

震災関連死に至ったケースは認めなかった。また、

15人に FIM 利得の増加などの成果も認めた。なぜ、

このような結果に至ることができたのかについて、

この福祉避難所と一般的な避難所との相違点に着

目して検討する。
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1）生活環境に関して

一般的な体育館等の避難所では、得られたス

ペースの中だけで寝食が行われる傾向にある。特

に高齢者の場合には、余震の影響や支援によって

行動の抑制が起き、そのことが生活不活発病に繋

がるとの指摘もある5）。この福祉避難所では、意

図的に寝室、ダイニング、リビングに相当するス

ペースを確保し、トイレを含め、とにかく歩行の

機会を増やすようなレイアウトでの設営を行った。

さらに、病院で使用するベッドを導入したことで、

ベッド柵を活用しての起き上がりや立ち上がりを

容易にし、活動性向上の一因となったと考えられ

る。活動性向上に伴う転倒・転落などのリスクに

対し卓上送信機を活用したことは、事故防止とし

て有用であったと同時に家族の負担軽減や不必要

な巡視を減らす効果もあった。

パーテーションによる仕切りは完全な個室空間

は実現できないが、良好な睡眠が得られていたこ

とからプライベート空間の確保として一定の効果

はあったものと推察できる。

2）運営体制について

多職種連携による運営体制は、より専門的で質

の高い支援活動を実現していた。病院で例えるな

らば集中治療室のような体制で運用された福祉避

難所であったといえる。円滑な多職種連携が実現

した要因としては、開設時の迅速な指揮系統の確

立、役割分担の明確化、システム構築と支援者ら

の十分なコミュニケーションが考えられる。

リハビリ関連職種の支援では、運動プログラム

や作業療法のみならず、移動時のリスクを最小に

するための指導や環境整備、必要な装具の調達な

どきめ細やかな支援活動が実施された。さらに、

仮設住宅への入居にあたっては、運動機能と住環

境とのアセスメントに基づいた修繕案を自治体に

提示し、修繕が実施され継続的な生活不活発病予

防、震災関連死の予防に繋がったのではないかと

思われる。

3）副次的な効果について

過酷な避難所で約２カ月間の避難生活を送った

方々にとって、この福祉避難所はやすらぎを感じ

る場所であり、避難者と支援者との感動をもたら

す場所であるということを実感した。太陽の光を

浴びながら自然と触れ合い、感動の涙を流せる環

境は、セロトニン神経の活性化をもたらした可能

性がある6)。また、福祉避難所内部の環境改善だ

けではなく、沿岸部から離れ被害のない内陸部に

移動したことも心身の回復に必要なことであった

と思われた7)。

また、当初は3,000万円もの高額な費用を要し

たとの指摘があったが、震災関連死による災害弔

慰金は500万円である。６人分の災害弔慰金で35

人の健康が維持されたと単純に捉えるならば費用

対効果という評価も可能であるかもしれない。

おわりに

自治体による福祉避難所の指定は、社会福祉施

設が多い傾向にある8）。しかし、社会福祉施設で

の受け入れには物理的にも人的にも限界があるこ

とや周知不足による課題も指摘されている9）。福

祉避難所の対象は高齢者に限らないが、超高齢社

会でのニーズが高いのも現実である。地域の対象

者数に応じた必要十分な福祉避難所の指定と事前

計画、住民への周知を推進する必要がある。

さらには、日本において福祉避難所が必要とな

る背景には、一般の避難所環境の後進性があるよ

うにも思われる。米国ではトレーラーハウスによ

る避難所兼仮設住宅対策、イタリアでは冷暖房完

備の大型テントと個別テントによる個室化ならび

にベッドの完備、ユニバーサルなトイレ車、１時

間で1,000食の調理が可能なキッチンカーでの避

難食の提供が行われている。日本でも、極一部で

トレーラーハウスが導入され、段ボールベッドや

パーテーションが取り入れられるようになった。

しかし、避難者の生命と健康、人権と尊厳が守ら
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れる先進国らしい避難所のあり方を抜本的に見直

し、その上で福祉避難所のあり方も再検討する必

要があるのではないかと考えている。
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